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第８期期間中における介護保険料について 

 
１． 介護保険料設定の前提となる諸条件 

(1) サービス給付費見込み量の求め方 

 第１号被保険者の介護保険料は、計画期間中のサービス給付見込額に応じて設定する。 
サービス給付見込量については、要支援・要介護認定状況および利用実績等を考慮し、
算出している。 
 

(2) 第１号被保険者の負担率 

 第１号被保険者の負担率は、国の政令により第１号被保険者と第２号被保険者の人数
比率に基づき、３年ごとに見直しがある。 
 第８期の第１号被保険者の負担率は第７期と同率 

 
(3) 介護報酬の改定 

令和３年度報酬改定により全体で 0.7％増の見込 
 

(4) 保険料段階の設定 

 介護保険法施行令において、標準となる所得段階と保険料率（基準に対する倍率）が
定められているが、あわせて、市町村が独⾃に保険料率を設定することや、住⺠税課税
層の所得段階を弾力化することが認められている。 
 本市においては、第７期計画からより適切に所得に応じた負担を求めるとの観点から、
国が示す９段階の基準所得金額を変更し、それに応じた 11 段階の保険料率を設定して
おり、第８期計画においても、その観点を踏襲した保険料率を設定する。 
 

(5) 公費による低所得者の保険料の軽減強化 

平成 27 年４月から、介護保険法の改正により、公費を投入して低所得者（第１段階）の
保険料の軽減が図られている。（国 1/2 県 1/4） 
 
 
 
 
 
 

Ｈ30年度 R元年度 R2年度

第１段階 0.45 0.375 0.3

第２段階 0.75 0.625 0.5

第３段階 0.75 0.725 0.7

保険料基準額に対する割合
段階

資料２ 



2 
 

(6) 介護給付費等準備基金の活用 

第 8 期計画における基金の活用を１億３千万円と見込む。（第７期は２千万円の見込み） 
 

２． 第８期第１号被保険者介護保険料基準額（月額） 

 
  

【主な増減理由】 
・介護報酬の改定による増 
・第１号被保険者数の減少による増 
・介護給付費等準備基金の活用（取り崩し）による減 
 
 
 


